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Ⅰ はじめに 

 契約法における最も重要な規定のひとつである570条は、ひどく無愛想な規定である。何

が無愛想なのかと言えば、この570条の規定の要ともいえる瑕疵の意義についてはただ一言

「瑕疵」と述べてあるのみで、どのような瑕疵のことを指すのか、その規定からは明らか

でないのである。現行民法起草者のうち担保責任規定部分を担当した梅謙次郎は、瑕疵担

保責任を簡単な規定で処理しようと考えた理由につき、「却テサウ細カク規定センヨリハ寧

ロ他ノ矢張リ担保ノ規定ヲ準用スル方ガ実際公平デモアツテ極メテ簡便デアルト云フコト

ヲ悟リマシタ｣1と説明したようだが、このシンプルさゆえに「瑕疵」をどのように解すべ

きか問題となる。 

 これまでこの無愛想な「瑕疵」の意義については、主観的瑕疵概念と客観的瑕疵概念と

いう 2 つの捉え方が対峙してきたのであるが、大方の学説は主観的瑕疵概念を支持するも

のであり、これといって大きな論争になることもなく、ほぼ無批判に近い状態で主観的瑕

疵概念が通説と捉えられてきた節がある。民法570条についての議論といえば、瑕疵概念に

ついてではなく、瑕疵担保責任の法的性質論、すなわち瑕疵担保責任は法定責任であるの

かそれとも債務不履行責任であるのか、という議論がその多くを占めていた。 

 そのような中、平成22年 6 月 1 日、最高裁が初めて自ら積極的に瑕疵概念の意義につい

て判断を下した判決が現れた。そこで本稿では、主観的瑕疵概念優勢の中、その存在を忘

れ去られたのではないかと思えるような客観的瑕疵概念について、改めてその位置づけを

探ってみたいと思う。 

 

                              
1 『法務大臣官房司法法制調査部監修・調査会・民法議事速記録』（商事法務研究会、1984）4 、75頁。 
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Ⅱ 判例・学説に見る「瑕疵」の捉え方 

 ここでは、従来日本において、民法570条にいう瑕疵担保責任における「瑕疵」の意義に

ついてどのように捉えられてきたのかについて概観したい。 

 明治期においては、例えば、岡松參太郎が瑕疵を「売買ノ目的タル物カ通常有スヘキ性

質ノ欠缺ニシテ之ニ因リ其物ノ価値ヲ害スヘキ」もの2と述べたように、瑕疵は客観的に解

されていたようである3。それでは、その後の判例、学説上はどのように考えられていたの

だろうか。 

 

１ 判例における「瑕疵」概念 

 まず判例における、瑕疵の意義についてであるが、瑕疵概念に関する下級審を含めた裁

判例は多数存在しているところ、ここでは紙幅の都合上大審院及び最高裁判決を主たる検

討対象としたい。 

 判例の傾向としては、柚木4が判例の一般的・抽象的態度としては、主観的瑕疵概念によ

っていて、この趣旨は数多くの判例が明言しているところであると分析しており、潮見が

学説においては主観的瑕疵概念が優勢であることと並んで、下級審を含めた「裁判例でも、

このような方向と軌を一にする一般的説示のなされることが、少なからず見られる｡｣5と述

べているように、大方判例では主観的瑕疵概念が採られている6と考えられているようであ

る7。 

 

 (1) 大判昭 8 年 1 月14日民集12巻71頁 

 まず、本判決は、Ｙが自己の制作した特許三益三年式籾摺土臼を販売するため、「この土

                              
2 岡松參太郎『駐釋民法理由』（有斐閣書房、訂正 9 版、1899）135頁。 
3 ただ、潮見佳男は、現行民法の起草がなされた当時の解説を見ると、この時期に既に瑕疵とは売買の

目的物が通常有する性質の欠陥であるが、瑕疵の判断のために当事者の意思解釈が必要である旨説か

れていたことを指摘する。この指摘は、潮見佳男「民法五六〇条・五六一条・五六三条～五六七条・

五七〇条」広中俊雄 星野英一編『民法典の百年Ⅲ』（有斐閣、1998）356頁。 
4 柚木馨 高木多喜男 編『新版 注釈民法（14） 債権（ 5 ）』（有斐閣、1993）346頁。 
5 潮見佳男『契約責任の体系』（有斐閣、2009）381頁。 
6 ただ、星野英一が「判例法の全般的評価として、一般理論の立言としてはきわめて詳細周到であるの

に、具体的な結論を導くきめ手がどこにあるかについて説くところが少なく、これを発見するのが困

難であるものが多い」と述べたように、一見主観的瑕疵概念の立場から瑕疵を捉えようとしているか

のように見えても、裁判所がそれに沿った判断を現実に行っているのかという点には注意を要する。

その点で、従来学説等で言われていたように判例は主観的瑕疵概念の立場によっていると本当に言え

るのかということについて再考するのが本稿の狙いである。上記星野英一の言及については、星野英

一「瑕疵担保の研究―日本」民法論集（ 3 ）（有斐閣、1972）202頁。 
7 五十嵐清「瑕疵担保と比較法（一）」民商41巻 3 号51頁以下でも判例がドイツにおける主観説を採る

ことを明らかにして以来、一貫して主観説を採っている、とされている。 
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臼は米五百俵を摺り上げる性能を有し、万一不完全の場合は無料で修繕する」と広告宣伝

していたという事例である。この事案では、Ｘがこれらを一定地域において販売する契約

をＹと締結したが、Ｘがそれらを農家に販売するため土臼の性能実験をしたところ、その

結果が不良だったために購入者が一人もなかった。よってＸが相当の技術者の出張をＹに

求めたがＹはこれに応じず、さらにＸが宣伝どおりの製品の送付を求めたがＹはこれにも

応じなかったので、ＸがＹに債務不履行を理由として本件契約を解除する旨の意思表示を

し、契約の際に支払った保証金の返還を請求している。 

 この事案の判旨において大審院は「売買ノ目的物ニ或種ノ欠陥アリ之カ為其ノ価額ヲ減

スルコト少カラス又ハ其ノ物ノ通常ノ用途若ハ契約上特定シタル用途ニ適セサルコト少カ

ラサルトキハコレ所謂目的物ニ瑕疵ノ存スル場合ナリ」、しかし「瑕疵ナルモノハ以上ノ場

合ニ止マラス他無シ夫ノ売買ノ目的物カ或性能ヲ具備スルコトヲ売主ニ於テ特ニ保証（請

合フノ意）シタルニ拘ラス之ヲ具備セサル場合則チ是ナリ蓋斯カル物ハ縦令一般ノ標準ヨ

リスレハ完璧ナルニモセヨ偶々此ノ具体的取引ヨリ之ヲ観ルトキハ是亦一ノ欠陥ヲ帯有ス

ルモノニ外ナラサレハナリ」と判示しており、売主が売買の目的物につき一定の性能を具

備することを広告宣伝としたときは、たとえ契約書にその性能保証の条項がなくとも、特

別の事情がない限り売主がその性能を保証したとみるのが「事物ノ常態（と）取引ノ信義」

（括弧内筆者）に合致するとし、売主は瑕疵担保責任を負うとした。 

 

 (2) 最一小判昭41年 4 月14日民集20巻 4 号649頁 

 次に本判決は、Ｘが昭和37年 3 月にＹから宅地を買い受け、Ｙに手付金を交付したが、

本件土地の約 8 割が昭和25年の建設省告示による東京都市計画事業として施行される幅員

15米の道路敷地に該当しており、右土地上に建物を建築しても早晩これを取り壊さねばな

らず、Ｘがここに永住しようという本件売買契約目的を達することができないようになる

ことが昭和37年 6 月に調査を行った結果明らかとなったため、Ｘはこれを理由に契約を解

除し、手付金の返還を求めたという事案である。 

 この事案の判旨において最高裁は、積極的に自らの瑕疵概念についての判断を明らかに

した訳ではないが、「被上告人は本件土地を自己の永住する判示規模の居住の敷地として使

用する目的で、そのことを表示して上告人から買い受けたのであるが、本件土地の約八割

が東京都市計画街路補助第五四号の境域内に存するというのである。かかる事実関係のも

とにおいては、本件土地が東京都市計画事業として施行される道路敷地に該当し、同地上

に建物を建築しても、早晩その実施により建物の全部または一部を撤去しなければならな

い事情があるため、契約の目的を達することができないのであるから、本件土地に瑕疵が

あるものとした原判決の判断」は正当なものであるとして、瑕疵担保責任の瑕疵概念につ

き、主観的に判断することを認めている。 
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 (3) 最三小判昭56年 9 月 8 日判時1019号73頁 

 本判決は、売買の対象物件とされた山林の土地のうちの約半分が森林法による保安林の

指定区域内の土地に存することが判明したため、買主であるＸから売主Ｙに対して瑕疵担

保責任を理由として、右保安林指定区域内に存する土地部分の売買契約を解除したことに

基づく損害賠償を請求した事案であり、ここでも最高裁は、宅地造成を目的とした土地の

売買において、右土地が売買の目的を阻害する公法上の制限区域内にあることは、目的物

の重大な瑕疵にあたるとした原審の判断を是認しており、上記（ 2 ）と同様の判断を行っ

ている。 

 

 (4) 最三小判平成22年 6 月 1 日民集64巻 4 号953頁 

 そして、平成22年に出されたばかりの最新の判例であり、かつ最高裁が初めて積極的に

瑕疵概念についての判断を明らかにしたという 2 つの点で注目に値すべきであるのが、本

判決である。 

 この事案は、平成 3 年 3 月にＹから土地を買い受けたＸが、Ｙに対し、当該土地の土壌

にふっ素が基準値を超えて含まれていたことが民法570条にいう瑕疵に当たると主張して、

瑕疵担保による損害賠償請求を求めた事案である。本件売買契約締結当時、土壌に含まれ

るふっ素については法令に基づく規制の対象となっておらず、取引観念上、ふっ素が土壌

に含まれることに起因して人の健康に係る被害を生ずるおそれがあるとは認識されていな

かった。なお、土壌に含まれるふっ素についての環境基準が告示されたのは平成13年 3 月、

ふっ素が土壌汚染体策法に規定する特定有害物質と定められたのは平成15年 2 月のことで

あり、いずれも売買契約後のことである。 

 この事案につき最高裁は、「売買契約の当事者間において目的物がどのような品質・性能

を有することが予定されていたかについては、売買契約締結当時の取引観念をしんしゃく

して判断すべきところ、前記事実関係によれば、本件売買契約締結当時、取引観念上、ふ

っ素が土壌に含まれることに起因して人の健康に係る被害を生ずるおそれがあるとは認識

されておらず、被上告人の担当者もそのような認識を有していなかったのであり、ふっ素

が、それが土壌に含まれることに起因して人の健康に係る被害を生ずるおそれがあるなど

の有害物質として、法令に基づく規制の対象となったのは、本件売買契約締結後であった

というのである。そして、本件売買契約の当事者間において、本件土地が備えるべき属性

として、その土壌に、ふっ素が含まれていないことや、本件売買契約締結当時に有害性が

認識されていたか否かにかかわらず、人の健康に係る被害を生ずるおそれのある一切の物

質が含まれていないことが、特に予定されていたとみるべき事情もうかがわれない。そう

すると、本件売買契約締結当時の取引観念上、それが土壌に含まれることに起因して人の

健康に係る被害を生ずるおそれがあるとは認識されていなかったふっ素について、本件売

買契約の当事者間において、それが人の健康を損なう限度を超えて本件土地の土壌に含ま
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れていないことが予定されていたものとみることはできず、本件土地の土壌に溶出量基準

値及び含有量基準値のいずれをも超えるふっ素が含まれていたとしても、そのことは、民

法570条にいう瑕疵には当たらないというべきである」、とした。 

 

 (5) 下級審判決 

 下級審においても、主観的瑕疵概念をもって瑕疵を捉えようとする裁判例が少なからず

認められる。ここでは紙面の関係上ひとつひとつの事案について詳細を述べることはでき

ないが、例えば、「右機械には前示の様なかくれた瑕疵があつたとはいえるが、その瑕疵の

あるため控訴会社が前示売買契約をした目的を達することができなかつたものとはとうて

い解しえない」とした裁判例（仙台高判昭和32年 8 月28日民集15巻11号2860)8や、「同条（注

―民法570条）所定の『瑕疵』とは目的物が保有すべきことを取引上通常期待され又は契約

上予定された品質を有しない欠点のあること言う」とした例（大阪地判昭和43年 9 月17日

判タ228号190頁）、「見本売買は売主が見本によって売買の目的物の性質、性能を確保し、

売主はその給付した目的 物が見本に適合しないときには瑕疵担保責任を負うものである」

とした例（大阪地判昭和49年10月31日判タ320号290頁）、また宅地として使用する目的であ

った土地が、集中豪雨の結果増加した背面土の土圧に耐えられずに崩壊した事案において、

「本件土地も崩壊して宅地として利用することが不可能になったこと」から当該土地の擁

壁に欠陥を認めた例（広島地判昭和50年 7 月18日判タ332号319頁）、などがある。その他、

挙げ始めると枚挙にいとまがないが9、いずれにしろ下級審レベルの裁判例においても主観

的瑕疵概念を用いて瑕疵を捉えようという方向性が見て取れる。 

 

２ 学説における「瑕疵」概念 

 次に学説における瑕疵の意義についてであるが、まず我妻栄は、瑕疵とは「売買の目的

物に物質的な欠点がある場合」のことであり、その上で、「欠点」と認めるべきかどうかは、

一般には、その種類のものとして通常有すべき品質・性能を標準として判断すべきである

が、売主が見本により、または広告をして目的物が特殊の品質・性能を有することを示し

たときは、その特殊の標準によってこれを定めるべきであり、この場合に、特に自分の示

した標準を保証したと言い得ないときでも担保責任を生ずる、という10。 

                              
8 本判決は、不特定物売買と瑕疵担保責任の関係性を問うた判例として有名な、最二小判昭和36年12月

15日民集15巻11号2852頁判決（いわゆる塩釜声の新聞社事件）の第 2 審判決である。右最高裁がこの

原審の判断を維持した訳ではないが、瑕疵概念を考える際には重要な判例であると思われる。 
9 主観的瑕疵概念を採用していることが明白な裁判例のほか、判決全体の理解等から主観的瑕疵概念を

もって瑕疵を捉えようとしている例も含めて、大阪地判昭和44年 8 月28日判時585号67頁、東京高判

昭和51年 4 月 8 日判時822号50頁、東京地判昭和52年 9 月28日判時888号98頁、京都地判昭和62年12月

10日判タ665号178頁、など参照。 
10 我妻栄『民法講義 債権各論 中の一』（岩波書店、1957）288頁。 
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 この我妻の立場について、潮見佳男は「大正年間のいわゆる学説継受の結果、瑕疵とは、

目的物が通常有する性質または売主が特に保有すべきものと定めた性質を欠くために、そ

の物の使用価値または交換価値を減少させるものを言うとの理解が、鳩山秀夫、石田文次

郎、勝本正晃らにより一般的に確立され、わが民法典の瑕疵概念として定着を見るに至っ

た」としながら、もっとも、瑕疵の意義や、とりわけ契約内容との関連をどのように説明

するのかという点に関しては、議論の対象となることがないまま今日まで経過していると

指摘している11。 

 潮見は、その結果、日本における瑕疵概念についての議論が混線状態にあるという。つ

まり、一方で、瑕疵担保責任に関する個々の判決を紹介する際のコメント等から判断する

と、当事者が契約において予定した使用適性の欠如をもって瑕疵と捉える主観的瑕疵概念

が通説的立場と考えられているようである。他方で、大方の支持を得ているものと見られ

る我妻説をみてみると、我妻説では「一般には、その種類のものとして通常有すべき品質・

性能を標準として判断すべき」として、これを原則としながら、「目的物が特殊の品質・性

能を有することを示したときは」例外的に「その特殊の標準によってこれを定めるべき」

としているので、我妻説は、当該目的物が有すべきことを取引上一般に期待される性質の

欠如をもって瑕疵と捉える客観的瑕疵概念を原則としているのである。すなわち、日本の

学説上、主観的瑕疵概念が通説的立場と考えられているように思われるが、同時に客観的

瑕疵概念を原則とする我妻の立場が、わが民法典の瑕疵概念として定着しているというの

である。 

 このように学説に混乱が見られる状況の中、柚木馨が主観的瑕疵概念について、三宅正

男が客観的瑕疵概念について、それぞれ見解を示しているので、以下で概観してみよう。 

 

 (1) 瑕疵概念についての主観説 

 柚木は、『新版 注釈民法』において、「柚木私見｣12として、瑕疵概念についての主観的

理解を示している。これによれば、柚木は、日本民法は他の立法例13に比してきわめて異

例的に、単に570条で「瑕疵」とのみ記して、その内容・範囲については何らの設定を設け

ていないのであるから、これを広く解すべきか狭く解すべきかは、ひとえに本条の立法趣

旨をいかに解し、したがってまた当事者間の利益較量をどう見るかによって決せられるべ

                              
11 潮見前掲注 5 ）377頁。 
12 柚木前掲注 4 ）353-359頁。 
13 例えば柚木前掲注 4 ）343頁-345頁において、ドイツ民法459条 1 項（旧規定）では、いかなる場合に

欠点（Fehler）が認められるかにつき、「価値または通常のもしくは契約上予定した使用に対する適

性を消滅または減少せしめる」という明文規定があったこと、さらにスイス債務法197条 1 項では瑕

疵につき「物がその価値または予定した使用に対する適性を消滅または著しく減少せしめるような、

有体的または法律的な瑕疵」という限定がついていたこと等、比較法における条文上の文言について

言及がなされている。 
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きことであるが、このような場合は、本条が買主の正当な期待を保護することにその存在

意義を有する以上、その瑕疵概念はできる限り広くこれを解するべきであるとする。そし

て、柚木は、このような理由から、以下の 2 点を踏まえて、民法570条の瑕疵概念としては

「主観的欠点概念」を採用すべきであるとする。すなわち、第一に日本民法において、フ

ランス民法に倣い主観的要素を加味した瑕疵概念を採用した旧民法財産取得編94条14に対

し、現行民法の立法者はドイツの客観説に沿おうとしていたとの分析15、第二にドイツ法

において瑕疵が物の性質・実体たる客観的価値を基準とする客観的理解から主観的理解へ

と進展をしてきた事実16の 2 点を踏まえて、わが国でもドイツ法が客観的理解から主観的

理解へと進展したことに倣って、主観的瑕疵概念を採用すべきだというのである。 

 

 (2) 瑕疵概念についての客観説 

 これに対して、三宅正男は瑕疵担保責任説では客観的瑕疵概念を採用すべきであるとす

る17。三宅は、動機錯誤と瑕疵担保責任の関連に注目しながら、570条の瑕疵概念を捉えよ

うとしており、それによれば、一般的には、特定物を一定の性質のものと思って買ったが

そうではなかった場合、買主の一方的期待は保護されず、この場合は、単なる動機の錯誤

として処理される。しかし、その物自体の通常の用途に適さず、しかもそれが隠れている

場合には、売買に際し買主が特に念を押さなくても、そのような瑕疵はないとの期待を重

要な動機として買主が買うことを、売主の側でも当然期待すべきであるから、このような

買主の期待を顧慮するのが相当であり、よって、「瑕疵担保責任」を導く上での瑕疵概念は、

客観的瑕疵でなければならないとする。ここでは、買主が内心で、特殊な使用目的に適す

る性質のもの、ないしは一定の性質のものと期待したが、そうではなかったという場合に

は、単なる動機の錯誤として買主の期待は顧慮されないため、この点において主観的瑕疵

概念の立場と効果面において大きな差異がもたらされる。 

 

                              
14 財産取得編第94条 

 動産ト不動産トヲ問ハス売渡物ニ売買ノ当時ニ於テ不表見ノ瑕疵アリテ買主之ヲ知ラス又修補スルコ

トヲ得ス且其瑕疵カ物ヲシテ其性質上若クハ合意 上ノ用方ニ不適当ナラシメ又ハ買主其瑕疵ヲ知レ

ハ初ヨリ買受ケサル可キ程ニ物ノ使用ヲ減セシムルトキハ買主ハ其売買ノ廃却ヲ請求スルコトヲ得。

此場合ニ於テハ買主ハ弁済代金ト契約費用トヲ取戻シ其代金ノ利息ハ請求ノ日ニ至ルマテノ物ノ収益

又ハ使用ト之ヲ相殺ス 
15 柚木前掲注 4 ）345-346頁。 
16 柚木前掲注 4 ）354-355頁。 
17 三宅正男『契約法各論（上巻）』312頁、318頁、326-327頁、330頁、342頁、347頁、363-364頁（青

林書院、1983)。 
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Ⅲ 判例は客観的瑕疵概念を放棄したのか 

１ 判例分析 

 Ⅱ－１のように、瑕疵概念について判断を行った判例、裁判例をたどってみると、最高

裁も、下級裁判所も、その判断の軸として主観的瑕疵概念を採用しているように見える。

そのくらい、主観的瑕疵概念によって瑕疵を捉えようとする裁判例は数多くある。よって、

やはり、判例は学説のいうところの主観説の立場に立っているのだ、と結論付けたくなる

し、実際にそう解されているようでもある18。だが、判例は本当に主観説「のみ」を採用

しているのだろうか。この点上記（ 1 ）の大審院判決を検討すると、判例は瑕疵を客観説

的に捉えるという視点を放棄したわけではなさそうであるということが窺える。 

 上記（ 1 ）で見たように、大審院は、目的物の通常の用途若しくは契約上特定した用途

に適しない場合に瑕疵があるといえるほか、売主が売買の目的物につき一定の性能を具備

することを広告宣伝としたがその性能に欠陥がある場合にもまた瑕疵があるという判断を

行った。このうち、契約上特定された用途に適するか否かという点を瑕疵の有無を判断す

る際に原則的に考慮しうるとした点においては、瑕疵概念についての主観説に立つと考え

て良いだろう。最新の、瑕疵概念に関する判例（上記（ 4 ））について判例時報社の付した

解説19を見ても、本判決は、判例が主観説を採用したという趣旨の下で引用されている。 

 しかし、判例は契約上特定された用途と並んで、目的物の「通常の用途」を原則的に考

慮しうるとしているのであり、この「通常の用途」という点を捉えると、本判例は瑕疵に

ついての客観説的な視点からの考慮も行っているように思われる。なぜなら、客観説の立

場からは、当該目的物が有すべきことを取引上一般に期待される性質の欠陥をもって瑕疵

とされるのであるが、「通常の用途」に副うことも、目的物が有すべきことを取引上一般に

期待される性質の一つであるからである。仮にその物についての「通常の用途」と異なる

用途が期待されているのであれば、それは「契約上特定された用途」であり、瑕疵概念に

つき主観説の立場からでないと斟酌できないはずであろう。よって、本判決は、瑕疵概念

につき主観説の立場のみを採用しているわけではなく、客観説的考慮も同時になしうると

しているのである。 

 それでは、続く（ 2 ）、（ 3 ）の判決ではどうであろうか。この両判決においては、いず

れも、「契約の目的を達することができないのである」よって「本件土地に瑕疵がある」と

いう関係性から瑕疵が認められている。このことから、上記の 2 判決では、当事者が契約

において予定した使用適性の欠如をもって瑕疵と捉える主観的瑕疵概念を決め手として、

瑕疵の有無の判断がなされたといえるのは間違いない。しかし、これらの判断を見る限り

                              
18 柚木前掲注 4 ）346頁、潮見前掲注 5 ）381頁。 
19 判例時報2083号78頁。 
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では、判例が主観的瑕疵概念を採っているということ以上に、客観的瑕疵概念を放棄して

いるということまでは断定することができない。 

 同じく、（ 4 ）判決を見てみると、判例は、「売買契約の当事者間において目的物がどの

ような品質・性能を有することが予定されていたかについて」明らかにするために、「売買

契約締結当時の取引観念をしんしゃく」すべきとしたものであり、それを基にして瑕疵を

認定しようというのであるから、売買契約締結当時の取引観念を基準として当事者の予定

した使用適性を考慮しようとした点で、瑕疵概念を主観的に捉えようとしている。よって、

ここでも判例が主観説を採っているということは明らかであるといえそうだが、前述の

（ 2 ）（ 3 ）判決がそうであったように、このことから直ちに判例が客観説を放棄している

ことは導き出せない。 

 

２ 客観的瑕疵概念の行方 

 それでは、判例の立場上、大審院時代ではありながらも一度は明文上「瑕疵」について

の判断の原則として登場した客観的瑕疵概念は、一体どこへ行ったのか。考え得る可能性

としては、①客観的瑕疵概念は放棄され、主観的瑕疵概念のみによって瑕疵の判断がなさ

れるようになった、②主観的瑕疵概念、客観的瑕疵概念のいずれかから瑕疵を認定できれ

ば良いので、上記判例では偶々主観的瑕疵概念からの瑕疵認定がなされ、偶々客観的瑕疵

概念からの認定はなされなかった、③客観的瑕疵概念は放棄された訳ではないが、主観的

瑕疵概念を上位と捉えるため、客観的瑕疵概念は主観的瑕疵概念によって瑕疵を認定し得

なかった場合に主に登場する、というものが挙げられるであろう。 

 これらを簡単に整理すると、①、②は主観的瑕疵概念と客観的瑕疵概念を択一的関係で

捉えたものであり、そのうち①が客観的瑕疵概念は放棄されたというもの、②が両概念は

個別の事案ごとに択一的に使用されているというものである。そして、③は主観的瑕疵概

念と客観的瑕疵概念は択一的なものではないが、両概念のうち、主観的瑕疵概念を原則と

して捉えるものである。以下においてはこの 3 つの可能性について、検討を加えていく。 

 

Ⅳ 客観的瑕疵概念の位置づけについての 3 つの可能性 

１ 客観的瑕疵概念放棄説 

 まずは、①客観的瑕疵概念は放棄され、主観的瑕疵概念のみによって瑕疵の判断がなさ

れるようになった、という可能性について検討する。これは、言い換えると、瑕疵の有無

について、当事者が契約において予定した使用適性等のみから認定せねばならず、その種

類のものとして通常有すべき品質・性能である客観的瑕疵を基準として瑕疵の認定を行う

ことはできない、ということである。 

 さて、本説によると主観的瑕疵概念、客観的瑕疵概念は択一的関係に立たされるのであ
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るが、しかしこの捉え方が瑕疵担保責任の制度趣旨自体と合致するのかは疑問である。な

ぜなら、570条が売主の無過失にも関わらず、隠れた瑕疵自体を理由として売主に一定の担

保責任を負わせるのは、売買が有償契約であるため、「瑕疵の不知によって引き起こされた

給付・反対給付間の不権衡を考えると、事後において相当の補正を要求するの権利を買主

に与えることが均衡に適する｣20からであるが、主観的瑕疵概念のみによって瑕疵の有無を

判断した場合、この570条の趣旨に反する場合が出てくるからである。 

 例えば、本説のように契約当事者が具体的な性能・品質や使用目的について特段の合意

をしていなかった場合において、目的物の性質上、当然備わるべき性能・品質等を欠いて

いる場合に瑕疵を認定できないとすると、以下のような不都合が生じる。すなわち、車の

売買において、車の色や形についてのみ当事者間で合意がなされており、車の性能速度に

ついて特に合意をしていなかった場合、最大速度が時速30kmという、車として一般に必要

とされる速度性能を備えていない車について瑕疵を認定できないこととなり、給付・反対

給付間の不権衡が明らかに発生しているのに、買主に対してその補正を認めることができ

なくなってしまうのである21。この点、確かに「当事者同士で『走る車』であるべきだと

いうことは合意しているはずなので、それを車の性能速度についての当事者の合意と捉え、

よって主観的瑕疵概念のみによっても瑕疵を観念することができるのではないか」という

批判もありうる。しかし、これは「自動車に色がついている」という合意があれば、色に

ついて当事者間に合意があったと見ることができるから、瑕疵を観念できるということと

同様であり、このような瑕疵の仕方では、「瑕疵」が無限に広がっていくことになりはしな

いだろうか。これでは瑕疵が認められて瑕疵担保責任が発生するかしないかの基準が明ら

かでなく、売主に酷である。そのためにも、やはり上記の例のような場合には無理に「走

る車」を買う合意から瑕疵を導くのではなく、客観的瑕疵概念を用いることを認めるべき

である。 

 また、現代の大量消費社会においては、たとえ特定物であっても、自らが買い求めるも

のが当然備えるべき性能・品質が容易に予測できるのであり、買主がそのような性能・品

質について「備わっていて当然」だとの認識から、売主に確認をせず、一切合意を行わな

いということは十分にあり得る。そのような場面でも、客観的瑕疵概念は有用である。 

 以上のことから、本説のように、主観的瑕疵概念及び客観的瑕疵概念を択一的に考える

と、570条の趣旨にも適わないという不都合な事態が生じてくるので、客観的瑕疵概念の位

置づけついて①説のように捉えるのは妥当ではない。 

                              
20 柚木前掲注 4 ）261頁。 
21 民法（債権法）改正検討委員会編『詳解・債権法改正の基本方針Ⅱ―契約及び債権一般（ 1 ）』（商

事法務、2009）20頁によれば、主観的瑕疵概念と客観的瑕疵概念を併存させておけば、このような事

案において、客観的瑕疵概念より瑕疵を認定できるので、「瑕疵」は主観的瑕疵概念と客観的瑕疵概

念の双方の意義を含みうる旨の記述がある。 
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２ 主観／客観択一的併存説 

 次に、②主観的瑕疵概念、客観的瑕疵概念のいずれかから瑕疵を認定できれば良いので、

上記判例では偶々主観的瑕疵概念からの瑕疵認定がなされ、偶々客観的瑕疵概念からの認

定はなされなかった、という可能性について検討する。この②説と①説はどちらも主観的

瑕疵概念と客観的瑕疵概念を択一的なものと捉えており、その差異は、客観的瑕疵概念を

放棄しているか否かという部分にある。①説が客観的瑕疵概念を放棄しているのに対し、

②説では個々の事案によって、主観的瑕疵概念を根拠に瑕疵を認定することもあれば、反

対に、客観的瑕疵概念を根拠に瑕疵を認定することもある。この説によれば、最高裁の判

断において当事者の契約目的等を斟酌するというような主観的瑕疵概念があらわれていた

のは、客観的瑕疵概念を放棄したからではなく、単に当該事案においては主観的瑕疵概念

から瑕疵を認定する方が容易であったか、もしくは妥当だと思われたからにすぎない、と

いうことになる。事案によっては客観的瑕疵概念を採用していたかもしれないが、この説

によれば主観的瑕疵概念と客観的瑕疵概念は択一的な関係であることから、両概念のうち

どちらか一方のみによらないと瑕疵を認定することができないので、判例においては主観

的瑕疵概念しかあらわれていなかったのである。 

 この②説が①説よりも優れているのは、例えば①説への批判として例として挙げたよう

に、契約当事者が具体的な性能・品質や使用目的について合意をしていなかった場合に、

主観的瑕疵概念を採用せず、客観的瑕疵概念によって瑕疵を認定しうるところにある。そ

のような点で、本説は個別の事案ごとに柔軟な対応ができるため優れている。 

 しかし、個別の事案ごとに柔軟な対応ができるということは、裏を返せば、どのような

事案では主観的瑕疵概念が採用され、どのような事案では客観的瑕疵概念が採用されるの

かという基準が、裁判のときになるまで明らかにならないということである。そうなれば、

570条によって救済を求める買主、責任を負わされる売主という、当事者双方の期待や法的

安定性を欠くことになるのではないか。やはり、特に売主には570条が無過失責任を負わせ

ることを認めているので、個々の事案ごとに実際の裁判においてどちらの瑕疵概念をもっ

て瑕疵が認定されるのかがわからないというのはあまりに酷である。さらに、売主のみな

らず買主にとっても、570条に関して裁判となった際に、主観的瑕疵概念と客観的瑕疵概念

のどちらが採用されるのかという問題は、自らの主張や攻撃防御方法に深くかかわってく

るため、一定程度の基準が設けられていることが望ましいだろう。 

 さらに、この説によれば、③説と異なり、主観的瑕疵概念と客観的瑕疵概念に順位付け

がなされていないため、主観的瑕疵概念で瑕疵を認定することが可能であるのに、客観的

瑕疵概念による、という事態が起こり得る。そうすると、本来なら当事者の合意、意思に

沿った瑕疵の認定をできるはずであるのに、むやみに瑕疵が当事者の意思から離れて客観

的に判断され、当事者のどちらか一方にとって不利な事態が発生してしまうか、若しくは

当事者双方が望まない結果が発生するかもしれない。①説のように客観的瑕疵概念を完全
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に放棄してしまうことは不都合であるが、かといって、むやみに客観的瑕疵概念を優先さ

せて主観的瑕疵概念を放棄してしまうことは、私的自治の原則からの乖離を招き、これま

での判例の方向性にも逆らうものである。このことからも、やはり、主観的瑕疵概念と客

観的瑕疵概念を択一的関係として捉えることはできない。 

 そこで、主観的瑕疵概念と客観的瑕疵概念のどちらも放棄せずに併存させながら、両概

念に順位付けをして考えようというのが、以下の③説の考え方である。 

 

３ 主観／客観段階的併存説 

 ③説は、主観的瑕疵概念と客観的瑕疵概念を択一的なものと捉えておらず、両方を併存

させつつ主観的瑕疵概念を原則として捉えるものである。この説によれば、客観的瑕疵概

念は放棄された訳ではないが、主観的瑕疵概念を上位と捉えるため、裁判所が判断を下す

場面においては、客観的瑕疵概念は主観的瑕疵概念によって瑕疵を認定し得なかった場合

に、主に登場することになる。 

 なぜ、ここで客観的瑕疵概念を原則として捉える説については検討せず、主観的瑕疵概

念を原則として捉える説についてのみ検討を行うかというと、柚木22が「判例は一般的・

抽象的態度としては、立法者の上掲意図23とは無関係に、……、欠点については主観的概

念により」判断しており、「この趣旨は数多くの判例が明言しているところである」として

いることからもわかるように、判例は、客観的瑕疵概念の位置づけこそは明らかにしてい

ないが、客観的瑕疵概念を原則的なものとして捉えようとしていないことは明らかであり、

判例、裁判例における客観的瑕疵概念の位置づけを探るという意味では、客観的瑕疵概念

を原則として捉える説は検討に値しないと考えたからである。 

 よって、以下では主観的瑕疵概念を原則的なものと捉えて、客観的瑕疵概念はその下位

に存していると捉えられているのではないか、という可能性について検討したい。 

 この点、債務法改正後のドイツ民法が本説同様に瑕疵担保責任における瑕疵概念につい

て段階的に捉えており、日本の瑕疵概念について考える際にも参考になると思われる24の

で、以下で検討する。 

                              
22 柚木前掲注 4 ）364頁。 
23 日本民法において、フランス民法に倣い主観的要素を加味した瑕疵概念を採用した旧民法財産取得編

94条に対し、現行民法の立法者はドイツの客観説に沿おうとしていたことを指す。柚木前掲注 4 ）364

頁。 
24 ドイツ民法を参考とする意義は、ドイツ民法が瑕疵概念につき段階的に捉えているというところにも

もちろんあるが、加えて、前掲注 4 ）柚木354-355頁の主観的瑕疵概念を採るべきであるという立場

の根拠にあるように、現行民法の立法者がドイツの客観説に沿おうとしており、さらにドイツ法にお

いて瑕疵につき客観的理解から主観的理解へと進展をしてきたことに倣って、わが国でも客観的理解

から主観的理解へと進展したと仮定すれば、この点からも、ここでドイツ民法を参考にする意義があ

ると言えるだろう。 
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 (1) 現行ドイツ民法における瑕疵概念 

 ドイツでは、1999年の消費財の売買及び関連保証に関するＥＣ指令（Directive 

1999/44/EC on certain aspects of the sale of consumer goods and associated guarantees）

を受けて、債務法現代化法としてドイツ民法の改正が行われ、2002年 1 月 1 日に施行され

ている。その改正部分の中に、売買契約における瑕疵担保責任に関する新たな条文が含ま

れている。 

 すなわち、ドイツ民法434条１項（現行規定）は、瑕疵概念について原則として主観的に

判断を行うものとしつつ、瑕疵に関する合意を欠く場合は客観的に判断を行うという基準

を設けているのである25。 

 具体的には、物に瑕疵がないと評価される場合として原則的地位を占めるのは、（ A ）「物

が危険移転時に合意した性状を有するとき」であり（434条 1 項 1 文）、性状につきあらか

じめ合意のない場合は、（ B ）物が契約において前提とした使用に適するとき、または、（ C ）

物が通常の使用に適し、かつ、同種の物において普通とされ、買主がその物の種類から期

待できる性状を有するとき、のどちらかに該当すれば、その物には瑕疵がないものとされ

る（434条 1 項 2 文 1 号・2 号）。そして、上記（ C ）の性状には、物の性質に関する売主、

                              
25 BGB §434 Sachmangel 
  (1) Die Sache ist frei von Sachmängeln, wenn sie bei Gefahrübergang die vereinbarte Beschaffenheit 

hat.  Soweit die Beschaffenheit nicht vereinbart ist, ist die Sache frei von Sachmängeln, 

      1. wenn sie sich für die nach dem Vertrag vorausgesetzte Verwendung eignet, sonst 

      2. wenn sie sich für die gewöhnliche Verwendung eignet und eine Beschaffenheit 

aufweist, die bei Sachen der gleichen Art üblich ist und die der Käufer nach 

der Art der Sache erwarten kann.  Zu der Beschaffenheit nach Satz 2 Nr.2 gehören 

auch Eigenschaften, die der Käufer nach den öffentlichen Äußerungen des 

Verkäufers, des Herstellers (§4 Abs.1 und 2 des Produkthaftungsgesetzes) oder 
seines Gehilfen insbesondere in der Werbung oder bei der Kennzeichnung über 

bestimmte Eigenschaften der Sache erwarten kann, es sei denn, dass der Verkäufer 

die Äußerung nicht kannte und auch nicht kennen musste, dass sie im Zeitpunkt 
des Vertragsschlusses in gleichwertiger Weise berichtigt war oder dass sie die 

Kaufentscheidung nicht beeinflussen konnte. 

 BGB434条 物の瑕疵 

  (1) 物が危険移転時に合意した性状を有するときは、その物に物の瑕疵がないものとする。性状につ

き合意のない限り、次の各号のいずれかに該当するときは、その物に物の瑕疵がないものとする。 

      1. 物が契約において前提とした使用に適する場合 

      2. 物が通常の使用に適し、かつ、同種の物において普通とされ、買主がその物の種類から期

待できる性質を有する場合 

 物の特定の性質に関する、売主、製造者（製造物責任法第 4 条第一項及び第二項）又はそ

の補助者による公の表示に基づき、特に広告又はラベル表示により、買主が期待できる性

質も、前文 2 号の性状に含まれる。ただし、売主がその表示を知らず、かつ、知ることを

要しなかった場合、その表示が契約締結時に同様の方法により訂正されていた場合、又は

その表示が購入決定に影響を及ぼさなかった場合は、この限りでない。 
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製造者、またはその補助者により示された表示、とりわけ広告またはラベル表示により、

買主が期待することのできる性質も、原則として含まれる（434条 1 項 3 文本文)26。 

 このように、日本においては瑕疵をどう捉えるべきか段階的に考えるという発想が明確

には存在していないのに対し、ドイツでは、第一次的に、性状につきあらかじめ合意のあ

る場合は（ A ）物が危険移転時に合意した性状を有すれば、その時点で物に瑕疵がないと

される。そして（ A ）では瑕疵がないと判断できなかったとしても、第二次的に、性状に

つきあらかじめ合意のない場合は（ B ）物が契約において前提とした使用に適するとき、

または、（ C ）物が通常の使用に適し、かつ、同種の物において普通とされ、買主がその物

の種類から期待できる性状を有するとき、のどちらかに該当すれば、その物には瑕疵がな

いものとされるのである。 

 これらを瑕疵概念についての主観的瑕疵概念と客観的瑕疵概念に対応させて考えてみる

と、まずは物の性状につき合意のある場合を前提として（ A ）では当事者の合意を重視す

るために主観的瑕疵概念によって瑕疵の有無を判断し、（ A ）の判断を通過した後に、物の

性状につき合意がなければ、（ B ）当事者の類推されうる意思によって（主観的瑕疵概念）、

もしくは（ C ）物の客観的な品質・性能を基準に（客観的瑕疵概念）瑕疵を判断する、と

いうような判断構造になっており、大枠で捉えると、主観的瑕疵概念ののちに客観的瑕疵

概念を検討するようになっている。 

 

 (2) 判例再考 

 以上、ドイツ民法的な瑕疵概念を概観してみたうえで、ここではこれまでの判例の思考

をもう少し深く探るために、特にドイツ民法では主観的瑕疵概念が（ A ）、（ B ）の両段階

に分かれているということに留意しながら、前出の判例を上記（ A ）、（ B ）、（ C ）、という 

3 段階の基準に照らして捉えなおしてみるとどうなるか、以下検討してみよう。 

 

 ⅰ 大判昭 8 年 1 月14日判決 

 まず、この判決は、その判断理由の前半部分において、「其ノ物ノ通常ノ用途若ハ契約上

特定シタル用途ニ適セサルコト少カラサルトキハコレ所謂目的物ニ瑕疵ノ存スル場合ナ

リ」としているので、その文言から、「其ノ物ノ通常ノ用途」＝（ C ）、若しくは「契約上

                              
26 半田吉信『ドイツ債務法現代化法概説』（信山社、2003）251-254頁。なお、瑕疵概念の検討として、

田中志津子「ドイツ民法売買契約法における瑕疵担保責任」法学研究論集（明治大学）18号（2003）

39-56頁。さらに、ドイツにおける瑕疵概念につき、ドイツ債務法現代化法以前に学説が客観的瑕疵

概念から主観的へ展開した状況、及びそのような状況の中で客観的瑕疵概念を見直す見解について述

べられたものとして、廣瀬克巨「ドイツ性状瑕疵概念についての一考察」新井誠、山本敬三『ドイツ

法の継受と現代日本法―ゲルハルド・リース教授退官記念論文集』（日本評論社、2009）229-252頁。

またドイツ民法における売主の瑕疵責任一般について、渡辺達徳「ドイツ民法における売主の瑕疵責

任」野澤正充『瑕疵担保責任と債務不履行責任』（日本評論社、2009）69頁。 
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特定シタル用途ニ適セサルコト」＝（ B ）の基準により判断が行われているようだと言え

る。ドイツ民法では、性状につきあらかじめ合意があるか否かが（ A ）及び（ B ）を分か

つメルクマールとなっていたのであるが、本事案ではまさに目的物の性能保証についての

広告宣伝が契約の合意に含まれるのかという点が問題となっていたのであり、この点判例

は、たとえ契約書にその性能保証の条項がなくとも、その広告宣伝をもって売主の瑕疵担

保責任を認めているので、やはり主観的瑕疵概念のうちでも（ B ）によって判断を行って

いると思われる。 

 

 ⅱ 最一小判昭41年 4 月14日及び最三小判昭56年 9 月 8 日判決 

 次に、この両判決は同様の判断方法を採っているので、よりその文言が明らかな昭和41

年判決をもって検討を行う。昭和41年判決は、その判決中で「契約の目的を達することが

できないのであるから、本件土地に瑕疵があるものとした原判決の判断」は正当としてい

るので、契約の目的自体によって瑕疵を認定したとして、（ B ）の基準と同様であると言え

るであろう。また本事案はＸがＹから宅地を買い受けたのが昭和37年 3 月であり、目的物

である土地が東京都市計画事業の対象となったのが昭和25年であるが、これにより売買契

約目的を達することができないようになることが判明したのが昭和37年 6 月調査時である

ので、目的物の性状につきあらかじめ「東京都市計画事業の対象となっていない」という

ような合意がなかった場合であると言える。 

 

 ⅲ 最三小判平成22年 6 月 1 日判決 

 最後に、本判決は、「売買契約の当事者間において目的物がどのような品質・性能を有す

ることが予定されていたか」をまず確定しようとしており、その結果、当事者間において

目的物の性状につき「特に予定されていたとみるべき事情もうかがわれない」ので、「本件

売買契約締結当時の取引観念上」目的物にふっ素が含まれていないことが予定されていた

とみることはできず、「本件土地の土壌に溶出量基準値及び含有量基準値のいずれをも超え

るふっ素が含まれていたとしても」瑕疵とはいえないとしている。この判断構造は一体ど

うなっているのだろうか。 

 まず、第一に「売買契約の当事者間において目的物がどのような品質・性能を有するこ

とが予定されていたか」を確定しようとしているので、（ A ）のような目的物の性状に関す

る当事者の合意を最も優先させようとしていることは見て取れる。そして、最後の段階で

「本件土地の土壌に溶出量基準値及び含有量基準値のいずれをも超えるふっ素が含まれて

いたとしても」瑕疵とはいえないとしているので、ここでは少なくとも（ C ）の判断基準

は排除されている。それでは（ B ）についてはどうか。（ B ）は、ドイツ民法の条文に照ら

せば「性状につきあらかじめ合意のない場合で、かつ、物が契約において前提とした使用

に適するとき」は瑕疵がないという基準になるが、本件においては、判決理由中に、土地
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に関して契約において前提とした使用について検討を行っている部分はなく、代わりに「本

件売買契約締結当時の取引観念」から、契約当事者の合意自体を推定しようとしている。

そして、この段階で推定された当事者の合意の中に、ふっ素が土地の土壌中に含まれてい

ないことが予定されていたものとみることはできないので、「瑕疵には当たらない」とする。 

 つまり、本判決は、性質についての当事者の合意が存しなかったため一度は（ A ）の基

準で瑕疵を認定できなかったにもかかわらず、「本件売買契約締結当時の取引観念」という

客観的な視点を持ち出すことによって、当事者の合意の存在を推定している。そして、そ

の合意の推定に基づいて、もう一度（ A ）の基準によって瑕疵を認定しようと試みている

のである。言い換えると、本判決は瑕疵の認定のために明示的な合意を用いることができ

なかったため、当事者の合意を自ら推定した上で、推定的な合意を用いたのである。そし

て、ここでは物の危険移転時の合意が考慮されていることから、（ A ）の基準によると言え

る。 

 

Ⅴ 私見 

 以上Ⅳ章では主観的瑕疵概念と客観的瑕疵概念を択一的に捉えることはできないという

ことを述べ、その後両説を併存的に捉えるとしてどのように捉えれば良いのかを検討する

ために、ドイツ民法における瑕疵概念を参考に、2 段階に分かれた主観的瑕疵概念と客観

的瑕疵概念という、より細かく段階的に設定された瑕疵概念を用いて従来の判例を分析し

なおした。ここから以下のことが言えるだろう。 

 第一に、判例は、同じ主観的瑕疵概念でもドイツ民法的に言えば（ A ）の主観的瑕疵概

念と（ B ）の主観的瑕疵概念のように、当事者の合意した性状自体を基準に瑕疵を捉える

ことと、当事者が契約において前提とした使用を基準に瑕疵を捉えることを意識して使い

分けているのではないか。なぜなら、契約目的から使用の目的を推測する場合も含めて、

当事者が契約において前提とした使用を基準に瑕疵を捉えようとする際は、当事者が設定

していた使用目的がある程度特殊性を帯びていれば当事者の主観を重視するという主観的

瑕疵概念的な瑕疵の捉え方をすることができるのであるが、そうでなければ、当事者が契

約において予定した使用適性の欠如をもって瑕疵と捉えるという主観的瑕疵概念的な捉え

方というよりむしろ、当該目的物が有すべきことを取引上一般に期待される性質の欠如を

もって瑕疵と捉えるという客観的瑕疵概念説的な瑕疵の捉え方しかできないからである。

つまり、契約における物の使用目的が特殊なものでなく「通常」の使用である場合には、

目的物は「通常」の性質を備えていれば良いということになり、その性質というのは結局、

目的物が有すべきことを取引上一般に期待される性質に外ならないので、当事者意思を尊

重しようとして当事者の前提とした使用を判断の基準とした結果、当事者意思から離れた

客観的な判断をせざるを得なくなるということである。 
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 これまで当事者の前提とした使用を基準に瑕疵を認定するということは主観的瑕疵概念

的だと解されてきたが、この基準は、当事者の前提とする使用目的次第で、主観的瑕疵概

念的にも客観的瑕疵概念的にもなり得る。よって、裁判所が主観的瑕疵概念的立場を採用

するのであれば、安易に当事者の前提とした使用を基準にするよりも、当事者の合意自体

を対象として瑕疵を捉えていく方が良いということになる。 

 そのように解せば、平成22年判決が、土地に関して契約において前提とした使用や契約

目的について検討を行わずして、何とか当事者の合意から瑕疵を捉えようとしていたこと

も、できるだけ主観的瑕疵概念の立場から瑕疵を捉えようと試みた結果だと解せば説明が

つく。 

 それでは、結局のところ、客観的瑕疵概念は放棄されているのではないか、と言いたく

なるが、そこで第二に、平成22年判決における瑕疵の認定方法をもう一度見直してみると、

そこに客観的瑕疵概念的な視点が存在していることに気付く。その客観的瑕疵概念的な視

点というものを表しているのが、「売買契約締結当時の取引観念をしんしゃくして判断」、

「本件売買契約締結当時の取引観念上」といった文言である。これは最高裁が、売買契約

の当事者間において目的物がどのような品質・性能を有することが予定されていたかを確

定するにあたり、何によって判断すべきかを示したものである。つまり、最高裁の中核的

な判断根拠としては、上で述べたように主観的瑕疵概念が用いられているのであるが、そ

の主観的瑕疵概念を確定させる上で、客観的瑕疵概念が用いられているということになる。 

 平成22年判決から遡って再々度、最一小判昭41年 4 月14日及び最三小判昭56年 9 月 8 日

判決を見てみても、確かに契約の目的を基準として瑕疵を捉えようとしている点において

は主観的瑕疵概念の立場に立っているが、しかし「契約の目的を達することができない」

かどうかを判断するにあたっては、目的物が有すべきことを取引上一般に期待される性質

を考慮せざるを得ないので、この部分においては客観的瑕疵概念が主観的瑕疵概念と併存

しているのである。 

 以上をまとめると、まず前提として、客観的瑕疵概念を完全に放棄しようとすると、当

事者の契約内容によっては、給付・反対給付間の不権衡が明らかに発生しているのに瑕疵

が認定できないという事態が起こり得る。また、主観的瑕疵概念と客観的瑕疵概念を択一

的関係と解すると、当事者双方の期待に反する、法的安定性を欠く、むやみに瑕疵が当事

者の意思から離れて客観的に判断されて私的自治の原則に反する、などといった問題が生

じるため、主観的瑕疵概念と客観的瑕疵概念を択一的に観念することは妥当でない。そこ

で主観的瑕疵概念と客観的瑕疵概念は併存すると考えるべきであるが、この 2 つの概念は

結局のところ、主観的瑕疵概念を原則として考えようとしても、純粋な当事者の主観によ

ってのみ瑕疵を観念することができない場合が多いため、当事者の主観を確定するために

客観的瑕疵概念に頼らざるを得なくなるという、切っても切り離せないという関係にある

のではなかろうか。つまり、この両概念は、両方揃ってこそ瑕疵担保責任における瑕疵を
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捉えられるのである。 

 

Ⅵ おわりに 

 本稿では、判例の理解、学説共に主観的瑕疵概念が優勢である状況の中で、平成22年判

決が積極的に瑕疵の意義についての判断を行っていることを契機に、いまやほぼ議論が無

くなっている瑕疵概念についてもう一度考え直してみた。そこで得られた結論は、いくら

主観的瑕疵概念が重要でしかも優位な存在であるように見えようとも、必ずどこかに客観

的瑕疵概念に頼らざるを得ない部分があるということだ。 

 結局のところ「瑕疵」の意義については、主観的瑕疵概念と客観的瑕疵概念の関係性を

固定化することなく、「瑕疵」という簡易な規定の中でその考察を行うことこそが、梅の述

べているように、「公平デモアツテ極メテ簡便」なのかもしれない。 

 


